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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 1,213,467 3.9 24,941 △11.1 31,910 24.4 10,102 △21.9

22年3月期第3四半期 1,167,536 △18.2 28,068 0.2 25,645 △24.0 12,937 △18.7

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 9.69 ―

22年3月期第3四半期 12.41 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 1,212,034 486,391 39.1 454.58
22年3月期 1,201,801 495,883 40.3 464.38

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  474,017百万円 22年3月期  484,253百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00
23年3月期 ― 5.00 ―

23年3月期 
（予想）

5.00 10.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,616,000 3.0 38,500 2.6 45,000 19.2 17,000 35.3 16.30



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 連結業績予想数値につきましては、当社が現時点で入手可能な情報に基づいて判断し作成したものであり、リスクや不確定要素を含んでおり、実際の業
績は予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項については、【添付資料】P.3「1.当四半期の連結業績等に関する定性的情報 (3)連
結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.4「2.その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 1,062,299,281株 22年3月期  1,062,299,281株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q  19,546,514株 22年3月期  19,500,690株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 1,042,779,853株 22年3月期3Q 1,042,836,244株
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当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、企業収益の改善が続いているものの、失業率が高水準にあ

ることに加え、円高の進行や不安定な海外経済による景気悪化懸念が広がるなど、依然として厳しい状況

で推移いたしました。 

 物流業界におきましては、新興国への輸出の増加により、国際貨物の輸送需要の緩やかな回復傾向が続

く一方で、国内貨物の輸送需要は低迷が続き、厳しい状況のまま推移いたしました。 

このような経営環境のもと、当社グループの当第３四半期連結累計期間は、運送事業においては、国内

の輸送需要の減少により、複合事業、警備輸送、重量品建設の各セグメントで減収となりましたが、航

空・旅行セグメント、海運セグメント及び海外の各セグメントにおいては、海外経済の回復を受け、増収

となりました。また、販売セグメントにおいても輸出関連企業の回復により梱包事業等が伸張いたしまし

た。 

この結果、売上高は1兆2,134億円と前年同四半期に比べ459億円、3.9％増となり、経常利益は319億円

と前年同四半期に比べ62億円、24.4％増となりました。また、四半期純利益については、資産除去債務会

計基準の適用に伴う影響や投資有価証券評価損の計上等による特別損失の発生により、101億円と前年同

四半期に比べ28億円、21.9％減となりました。 

  
  

  

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、1兆2,120億円で、前連結会計年度末に比べ102億円、0.9％増

となりました。 

流動資産は、5,416億円で、前連結会計年度末に比べ196億円、3.8％増、固定資産は6,704億円で、前連

結会計年度末に比べ93億円、1.4％減となりました。  

流動資産増加の主な要因は、現金及び預金の増加等によるものです。 

固定資産減少の主な要因は、株価下落による投資有価証券の減少等によるものです。 

流動負債は、3,920億円で、前連結会計年度末に比べ422億円、9.7％減、固定負債は、3,335億円で、前

連結会計年度末に比べ619億円、22.8％増となりました。 

流動負債減少の主な要因は、短期借入金の減少等によるものです。 

固定負債増加の主な要因は、長期借入金の増加等によるものです。 

当第３四半期連結会計期間末の純資産は4,863億円で、前連結会計年度末に比べ94億円、1.9％減となり

ました。これは、その他有価証券評価差額金及び為替換算調整勘定の減少等によるものです。 

  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

(2) 連結財政状態に関する定性的情報
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（連結キャッシュ・フロー） 

  

当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ

162億円増加し、1,373億円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、642億円の収入となりました。これは税金等調整前四半期純利

益197億円に加えて減価償却費の計上389億円、売上債権の増加79億円、仕入債務の減少47億円等によるも

のです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、404億円の支出となりました。これは固定資産の取得による支

出489億円等によるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、45億円の支出となりました。これは配当金の支払による支出

104億円等によるものです。 

  

  

  

平成23年３月期の通期の業績予想につきましては、現時点では平成22年10月29日に発表いたしました予

想数値の変更はありません。 

なお、今後の見通しにつきましては、引き続き検討を行い、業績予想に関し修正の必要が生じた場合に

は速やかに開示する予定であります。 

  

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がな

いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

  

税金費用の計算については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積

実効税率を乗じて算出する方法によっております。 

 また、前連結会計年度末に計上した繰延税金資産については、回収可能性等を検討した上で、四半

期連結貸借対照表に計上する方法によっております。 

  

期首に算定した年間の退職給付費用については、期間按分した額を計上する方法によっておりま

す。また、数理計算上の差異及び過去勤務債務の年間費用処理額についても、期間按分することによ

り算定しております。 

  

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平

成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ381百万円減少し、税金等調整前四半期純利益が7,886

百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は11,177百万

円であります。 

  

四半期連結損益計算書関係 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表

等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

ａ．一般債権の貸倒見積高の算定方法 

ｂ．法人税等並びに繰延税金資産の算定方法

ｃ．退職給付引当金

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要

ａ．「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

ｂ．表示方法の変更

日本通運㈱(9062)平成23年3月期　第3四半期決算短信

－4－



3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 143,186 129,217

受取手形 13,501 12,023

売掛金 231,337 226,907

たな卸資産 5,077 4,985

その他 149,625 149,966

貸倒引当金 △1,110 △1,084

流動資産合計 541,617 522,014

固定資産

有形固定資産

車両運搬具（純額） 21,647 23,867

建物（純額） 252,747 247,200

土地 172,555 167,448

その他（純額） 63,628 68,552

有形固定資産合計 510,579 507,069

無形固定資産 27,999 28,282

投資その他の資産

投資有価証券 92,536 104,585

その他 41,327 41,809

貸倒引当金 △2,026 △1,959

投資その他の資産合計 131,838 144,435

固定資産合計 670,416 679,786

資産合計 1,212,034 1,201,801

負債の部

流動負債

支払手形 8,571 6,687

買掛金 119,776 129,002

短期借入金 64,026 111,501

未払法人税等 6,226 7,680

賞与引当金 8,105 19,159

その他の引当金 42 157

その他 185,297 160,068

流動負債合計 392,045 434,258

固定負債

社債 50,000 50,000

長期借入金 202,818 145,127

退職給付引当金 39,498 39,268

その他の引当金 577 705

その他 40,702 36,559

固定負債合計 333,597 271,659

負債合計 725,642 705,918
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 70,175 70,175

資本剰余金 26,908 26,908

利益剰余金 377,347 377,675

自己株式 △11,538 △11,524

株主資本合計 462,891 463,234

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 29,337 33,248

繰延ヘッジ損益 △6 12

為替換算調整勘定 △18,205 △12,241

評価・換算差額等合計 11,125 21,019

少数株主持分 12,373 11,629

純資産合計 486,391 495,883

負債純資産合計 1,212,034 1,201,801
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(2) 四半期連結損益計算書

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

売上高 1,167,536 1,213,467

売上原価 1,084,735 1,132,661

売上総利益 82,801 80,806

販売費及び一般管理費 54,732 55,865

営業利益 28,068 24,941

営業外収益

受取利息 256 279

受取配当金 2,041 2,103

持分法による投資利益 － 567

その他 7,218 7,522

営業外収益合計 9,516 10,472

営業外費用

支払利息 2,671 2,633

持分法による投資損失 8,101 －

その他 1,166 868

営業外費用合計 11,939 3,502

経常利益 25,645 31,910

特別利益

固定資産売却益 991 4,864

投資有価証券売却益 930 45

持分変動利益 2,478 －

その他 120 212

特別利益合計 4,521 5,122

特別損失

固定資産処分損 2,937 3,431

投資有価証券評価損 1,478 5,906

減損損失 367 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,505

その他 600 395

特別損失合計 5,384 17,239

税金等調整前四半期純利益 24,783 19,793

法人税等 11,236 8,754

少数株主損益調整前四半期純利益 － 11,039

少数株主利益 609 936

四半期純利益 12,937 10,102
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 24,783 19,793

減価償却費 38,765 38,974

持分変動損益（△は益） △2,478 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,505

受取利息及び受取配当金 △2,298 △2,382

支払利息 2,671 2,633

持分法による投資損益（△は益） 8,101 △567

売上債権の増減額（△は増加） 4,806 △7,938

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,635 △105

仕入債務の増減額（△は減少） △9,637 △4,747

その他 26,119 22,609

小計 92,468 75,776

利息及び配当金の受取額 2,560 2,571

利息の支払額 △2,709 △2,808

宅配便事業統合推進費用の支払額 △888 －

公正取引委員会課徴金の支払額 △2,495 －

法人税等の支払額 △3,140 △11,241

営業活動によるキャッシュ・フロー 85,795 64,298

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △51,162 △48,956

固定資産の売却による収入 3,203 6,723

その他 6,154 1,737

投資活動によるキャッシュ・フロー △41,804 △40,495

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △9,039 11,698

長期借入れによる収入 36,745 90,843

長期借入金の返済による支出 △34,862 △92,289

社債の発行による収入 30,000 －

配当金の支払額 △10,428 △10,427

その他 △3,998 △4,334

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,417 △4,508

現金及び現金同等物に係る換算差額 385 △3,086

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 52,792 16,207

現金及び現金同等物の期首残高 93,031 121,187

現金及び現金同等物の四半期末残高 145,824 137,395
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当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

 該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
(注)  事業区分の方法及び各区分に属する主要な役務及び商品の名称 

(1) 事業区分の方法：運送事業、販売事業、その他の事業の３区分としております。 

(2) 各区分に属する主要な役務及び商品の名称 

  

 
  

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２  日本以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州………………………アメリカ、カナダ及び中南米 

(2) 欧州………………………イギリス、オランダ、ドイツ等ヨーロッパ 

(3) アジア・オセアニア……中国、シンガポール、オーストラリア等アジア及びオセアニア 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報等

【事業の種類別セグメント情報】

運送事業 
(百万円)

販売事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

    売上高

  (1) 外部顧客に対する 
      売上高

958,825 195,133 13,577 1,167,536 ― 1,167,536

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

2,625 43,237 10,613 56,475 (56,475) ―

計 961,450 238,370 24,191 1,224,012 (56,475) 1,167,536

    営業利益 24,525 4,030 880 29,436 (1,367) 28,068

事業区分 主要な業務

運送事業
鉄道利用運送業、貨物自動車運送業、海上運送業、港湾運送業、利用航空運送業、
倉庫業、重量物運搬架設設置業及び工場内運搬作業等その他運送業

販売事業
物流機器・包装資材・梱包資材・車両・石油・ＬＰガス等の販売業、リース、車両
整備、保険代理店業

その他の事業
不動産の仲介・設計・監理・管理業、調査・研究業、貸金業、自動車運転教習業、
労働者派遣業

【所在地別セグメント情報】

日本 
(百万円)

米州
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結
(百万円)

    売上高

  (1) 外部顧客に対する 
      売上高

1,056,834 22,324 27,770 60,606 1,167,536 ― 1,167,536

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

4,603 5,715 3,577 4,945 18,842 (18,842) ―

計 1,061,438 28,040 31,348 65,552 1,186,379 (18,842) 1,167,536

    営業利益 
（又は営業損失）

26,226 (10) (70) 2,708 28,854 (785) 28,068
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前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
(注) １  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

３  各区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州………………………アメリカ、カナダ及び中南米 

(2) 欧州………………………イギリス、オランダ、ドイツ等ヨーロッパ及びアフリカ 

(3) アジア・オセアニア……中国、シンガポール、オーストラリア等アジア及びオセアニア 

  

【海外売上高】

米州 欧州 アジア・オセアニア 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 45,839 43,355 113,029 202,224

Ⅱ  連結売上高(百万円) 1,167,536

Ⅲ  連結売上高に占める 
    海外売上高の割合(％)

3.9 3.7 9.7 17.3
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当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象としているもので

あります。 

当社は、本社に国内事業本部、国際事業本部及び営業本部等の事業本部を置き、各事業本部は取

り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しておりま

す。また、各事業本部の下に、地域別に地域総括を置き、製品・サービスに特化した事業部を配置

することで、それぞれの地域や現場において最適な経営判断を行う体制を構築しております。 

したがって、当社は地域別セグメントと航空、海運等の輸送手段等を基礎として分類した製品・

サービス別のセグメントの組合せにより構成されており、国内の運送においては「複合事業」、

「警備輸送」、「重量品建設」、「航空・旅行」及び「海運」の５つを報告セグメントとし、海外

の運送においては「米州」、「欧州」、「東アジア」及び「南アジア・オセアニア」の４つを報告

セグメントとし、「運送」以外では、「販売」及び「その他」を報告セグメントとするものであり

ます。 

なお、複合事業（運送、国内会社）は地域（エリア）毎に会社、支店組織を配置しております

が、その内容・経済的特徴が類似していることから、１つの報告セグメントとして表示しているも

のであります。 

また、事業活動の類似性により、複合事業（運送、国内会社）は「美術品」の事業セグメントを

結合して表示しております。同様の理由により、航空・旅行（運送、国内会社）は「航空」の事業

セグメントへ「旅行」の事業セグメントを結合して表示しております。ただし、それぞれその影響

は軽微であります。 

  

報告セグメントの主要製品及びサービス、主要業務は次のとおりであります。 

【セグメント情報】

1.  報告セグメントの概要

報告セグメント 主要製品及びサービス 主要業務

複合事業（運送、国内会社）

鉄道取扱、自動車運送、積合せ貨
物、引越・移転、倉庫・流通加工、
工場内作業、不動産賃貸、海運、美
術品、警備輸送、重量品建設

鉄道利用運送業、貨物自動車運送
業、倉庫業、工場内運搬作業

警備輸送（運送、国内会社） 警備輸送 警備業、貨物自動車運送業

重量品建設（運送、国内会社） 重量品建設 重量物運搬架設設置業

航空・旅行（運送、国内会社） 航空運送、旅行 利用航空運送業、旅行業

海運（運送、国内会社） 海運、倉庫・流通加工、引越・移転 海上運送業、港湾運送業、倉庫業

米州（運送、海外会社）
航空運送、海運、倉庫・流通加工、
引越・移転、自動車、旅行

利用航空運送業、港湾運送業、倉
庫業、貨物自動車運送業、旅行業

欧州（運送、海外会社）
航空運送、海運、倉庫・流通加工、
引越・移転、自動車、旅行

東アジア（運送、海外会社）
航空運送、海運、倉庫・流通加工、
引越・移転、自動車、旅行

南アジア・オセアニア（運送、海外会社）
航空運送、海運、倉庫・流通加工、
引越・移転、重量品建設、旅行

販売 リース、石油等販売、その他販売

物流機器・包装資材・梱包資材・
車両・石油・ＬＰガス等の販売
業、リース、車両整備、保険代理
店業

その他 その他
不動産の仲介・設計・監理・管理
業、調査・研究業、貸金業、自動
車運転教習業、労働者派遣業
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当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

(単位：百万円) 

 
  

 
(注) １  セグメント利益の調整額△2,055百万円には、セグメント間取引消去△1,009百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△1,145百万円が含まれております。全社費用は、主に企業イメージ広告に要した費

用及び提出会社本社のグループ会社部門等管理部門に係わる費用であります。 

２  セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17

号 平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第20号 平成20年３月21日)を適用しております。 

  

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  

  

2.  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

運送

国内会社 海外会社

複合事業 警備輸送 重量品建設 航空・旅行 海運 米州 欧州

売上高

  外部顧客への売上高 537,990 44,843 25,705 152,904 87,624 24,717 29,052

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

4,576 20 569 937 6,209 7,473 3,689

計 542,566 44,864 26,274 153,841 93,833 32,191 32,742

セグメント利益 7,252 1,352 2,195 375 4,284 1,237 987

運送

販売 その他 計
調整額 
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額

海外会社

東アジア
南アジア・
オセアニア

売上高

  外部顧客への売上高 51,666 32,296 212,659 14,004 1,213,467 － 1,213,467

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

4,616 1,946 48,018 12,053 90,110 △90,110 －

計 56,283 34,243 260,677 26,058 1,303,578 △90,110 1,213,467

セグメント利益 1,461 1,063 5,725 1,061 26,997 △2,055 24,941

（追加情報）

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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４．（参考）　個別情報

　(1)　個別（要約）損益計算書

係数 係数

64,715 8.1 63,586 8.1 1,128 1.8

65,617 8.3 89,249 11.3 △ 23,631 △ 26.5

208,522 26.2 201,877 25.7 6,645 3.3

274,140 34.5 291,126 37.0 △ 16,986 △ 5.8

46,312 5.8 38,822 4.9 7,489 19.3

45,127 5.7 40,951 5.2 4,176 10.2

91,440 11.5 79,774 10.1 11,666 14.6

( 44,190 ) － ( 34,330 ) － ( 9,860 ) ( 28.7 )

( 28,497 ) － ( 27,587 ) － ( 910 ) ( 3.3 )

( 18,752 ) － ( 17,856 ) － ( 895 ) ( 5.0 )

72,361 9.1 71,953 9.2 407 0.6

90,372 11.3 71,079 9.0 19,293 27.1

( 73,866 ) － ( 55,864 ) － ( 18,001 ) ( 32.2 )

( 16,506 ) － ( 15,214 ) － ( 1,291 ) ( 8.5 )

29,994 3.8 32,914 4.2 △ 2,920 △ 8.9

120,367 15.1 103,994 13.2 16,373 15.7

4,086 0.5 3,711 0.5 375 10.1

124,454 15.6 107,705 13.7 16,748 15.6

33,844 4.3 38,823 4.9 △ 4,978 △ 12.8

134,378 16.9 134,053 17.0 324 0.2

795,334 100.0 787,023 100.0 8,310 1.1

( 614,771 ) 77.3 ( 637,770 ) 81.0 ( △ 22,998 ) ( △ 3.6 )

( 180,562 ) 22.7 ( 149,253 ) 19.0 ( 31,309 ) ( 21.0 )

88,949 11.2 89,530 11.4 △ 581 △ 0.6

104,642 13.1 99,334 12.6 5,308 5.3

193,591 24.3 188,864 24.0 4,726 2.5

34,253 4.3 33,516 4.2 737 2.2

16,751 2.1 11,530 1.5 5,221 45.3

51,395 6.5 35,197 4.5 16,198 46.0

102,401 12.9 80,243 10.2 22,157 27.6

309,202 38.9 320,692 40.8 △ 11,490 △ 3.6

25,989 3.3 25,205 3.2 784 3.1

57,427 7.2 61,426 7.8 △ 3,998 △ 6.5

93,981 11.8 92,933 11.8 1,048 1.1

782,594 98.4 769,367 97.8 13,227 1.7

12,739 1.6 17,656 2.2 △ 4,916 △ 27.8

7,483 1.0 7,427 0.9 55 0.7

3,053 0.4 3,457 0.4 △ 404 △ 11.7

17,170 2.2 21,626 2.7 △ 4,456 △ 20.6

5,120 0.6 859 0.1 4,261 496.0

16,363 2.1 8,420 1.0 7,943 94.3

5,927 0.7 14,065 1.8 △ 8,138 △ 57.9

2,673 0.3 6,195 0.8 △ 3,522 △ 56.9

3,253 0.4 7,869 1.0 △ 4,615 △ 58.7

※１　上記、個別（要約）損益計算書は、法定開示におけるレビュー対象とはなりません。

　２　上記、個別（要約）損益計算書は、四半期決算短信の補足資料として、売上高及び営業費

　　　用等営業成績の構成内訳の概略を記載しているものです。

四 半 期 純 利 益

営
　
業
　
費
　
用

人
件
費

利
用
運
送
費 合 計

総 計

税 引 前 四 半 期 純 利 益

施 設 使 用 料

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

合 計

海

運

海 上 運 送

港 湾 運 送

合 計

（ う ち 輸 出 ）

（ う ち 輸 入 ）

（ う ち 国 内 ）

自

動

車

積 合 せ

（単位：百万円、％）

鉄 道 利 用 費

鉄 道 取 扱

額 率

増　　減当第３四半期
累計期間

前第３四半期
累計期間

倉 庫

付 帯 事 業 他

法 人 税 等

重 量 品 ・ 建 設

旅 行

船 舶 利 用 費

合 計

営業・事務系社員

技 能 系 社 員

売

上

高

自 動 車 運 送

特 別 利 益

特 別 損 失

合 計

（うち輸入）航
　
空

国 際 貨 物

（うち輸出）

国 内 貨 物

計

航
空
運
送

総　　　計

外 注 費

償 却 金

経 常 利 益

営 業 利 益

そ の 他

航 空 利 用 費

（国内関連事業売上高）

（国際関連事業売上高）

日本通運㈱(9062)平成23年3月期　第3四半期決算短信

－13－



　(2)　平成23年3月期（通期）見通し

※ 上記、平成23年3月期（通期）見通しは、平成22年10月29日に公表した個別業績予想と

同様のものであります。

係数 額

合　　　計 △ 17,111

8.2

自 動 車 運 送 277,600

366,500

25.8

10.8

率

2,490 2.9

増　　　減

177,700

34.6

124,500

倉　　　　　　庫 93,500 8.8

海
運

海　上　運　送

11.8

63,200

61,300

合　　　計

港　湾　運　送

161,000

5.8

6.0

平成22年度 平成21年度

売
　
　
　
上
　
　
　
高

鉄　　道　　取　　扱 88,500 8.3

自
動
車

51,878

383,611

 積    合    せ 88,900 8.4

270,773

112,837

係数

55,100

11,321

△ 4.5

26.2

5.0

36.6

5.2 6,199 11.3

（単位：百万円、％）

95,113 9.1 △ 1,613 △ 1.7

106,979 10.2 17,520 16.4

21.8

86,009

6,826

△ 23,937 △ 21.2

2.5

11.3 97,994 9.4 22,005

航
　
　
空

航
空
運
送

国 際 貨 物 120,000

国 内 貨 物 41,000

計

旅　　　行 5,400

15.2 141,358

3.9 43,363

22.5

0.5 326 6.4

△ 5.5

13.913.5 19,641

4.1 △ 2,363

0.5 5,073

14.0 19,968 13.6

4.8

合　　　計 166,400 15.7 146,431

△ 5,923 △ 11.9重　量　品　・　建　設 43,900 4.1 49,823

16.7 179,580 △ 1.017.1

13,450 1.3

△ 1,880

11.4

100.0総　　　　計 1,061,000 100.0 1,047,549

22,700

11.1 118,698

13.2 132,218

2.1

1,387 3.1
営
 
業
 
費
 
用

人
件
費

技 能 系 社 員 117,700

営 業 ・ 事 務 系 社 員 139,600

合　　　計 257,300

△ 998 △ 0.8

7,381 5.612.6

2.56,383

68,000

24.3 250,916 24.0

44,912 4.3

49,503

24.1

4.7 18,496 37.4

110,406

15,990 1.5 6,709

10.5 26,593

42.0

外    注    費 408,000 38.4 422,453

利
用
運
送
費

鉄 道 利 用 費 46,300 4.4

船 舶 利 用 費

合　　　計 137,000 12.9

6.4航 空 利 用 費

3.3 576 1.7

40.3 △ 14,453 △ 3.4

7.2 81,048

11.8

償　　却　　金 34,800 3.3 34,223

そ　　の　　他 125,500

施　設　使　用　料 76,400

1.4

0.2

7.7 △ 4,648 △ 5.7

125,258 12.0 241

97.8

△ 5.3営 業 利 益 22,000 2.1 23,241 2.2 △ 1,241

経 常 利 益

0.8 10,149 1.0

4,200 0.4 0.4営　 業 　外 　費 　用

営   業   外   収   益

2.5

総　　　　　計 1,039,000 97.9 1,024,308 14,691

4,539

当 期 純 利 益

9,200

特　　別　　利　　益

特　　別　　損　　失

税 引 前 当 期 純 利 益

17,000

16,300

法　　人　　税　　等

△ 9.4

△ 339 △ 7.5

△ 1,852 △ 6.4

△ 949

6,300 0.6 4,953

27,000 28,852 2.8

0.9

20,865 2.0

367.91,346 0.1

0.6

△ 18.5

6,967 74.7

2,055 34.6

145.04,911

△ 3,865

0.3

8,000

付 帯 事 業 他

0.7 5,944

1.6

8,300 0.8 3,388

1.5 9,332
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